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はじめに

　私は 2010 年４月から 2013 年３月まで栃木県産業労働観光部国際課（以下、国
際課）に勤務し、多文化共生に関する施策・事業を担当してきた。栃木県では、
県の外郭団体として公益財団法人栃木県国際交流協会（以下、TIA）を設置して
おり、TIA では、県民、市町国際交流協会、国際交流団体、NPO 等を対象とし
た様々な多文化共生１事業を展開している。国際課と TIA の関係（役割分担）に
ついては、国際課が県レベルでの多文化共生に関する施策・事業の企画立案及び
体制整備、市町の行政向けの普及啓発及び情報提供、行政間の連絡調整等を担当
し、TIA が県民を対象とした各種事業（普及啓発、外国語相談、多言語情報提供、
人材育成及び団体支援・ネットワークづくりなど）を担当している。そして、
TIA には、多文化共生事業についての経験、知識、ノウハウ、在県外国人２のニー
ズを把握できる体制、在県外国人や国際交流団体とのネットワークがある。
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　ところで、地域において多文化共生社会を実現するためには、継続的な多文化
共生施策・事業の推進が必要であると考えるが、栃木県の場合、多文化共生に関
する施策・事業の企画立案や体制整備等の業務を担う国際課職員は、３～４年程
度のサイクルで人事異動となり、また、地域住民（日本人、外国人）を対象とし
た具体的な事業については、TIA や基礎自治体たる市町が行っている。このため、
県（国際課）としては、現場のニーズを拾いにくい状況がある。
　このような中で、私は、自分に求められる役割は何か、果たすべき役割は何か
を考え、悩んでいた時に、東京外国語大学多言語・多文化教育研究センターが主
催する「多言語・多文化社会専門人材養成講座」の多文化社会コーディネーター
コース（以下、養成講座）を知り、受講するに至った。養成講座では、多文化社
会に関する問題を包括的に理解するための講義、実践課題を把握するためのワー
クショップ、他の受講生との振り返りを重ねたうえで、現場の実践を文章化する
という過程を経て、自分の役割や課題が明確になってきた。
　本稿では、地方自治体において多文化共生施策・事業を担当する職員に、どの
ような役割が求められているのか、果たすべき役割は何かについて、一地方自治
体職員である自らの実践を例に考察し、論じたいと思う。

１　栃木県における外国人住民の状況

　栃木県における外国人登録者数は、2011 年 12 月末現在、30,967 人で、県人口
の 1.55％を占め（栃木県産業労働観光部国際課調べ）、この 20 年間で、約３倍に
増えている。これに比べ、栃木県全体の人口は、この 20 年間で 1.02 倍しか増え
ていない。外国人登録者の国籍数は 104 カ国となっており、中国、ブラジル、フィ
リピン、ペルーの順に多く、この４カ国で全体の７割近くを占める。在留資格で
みると、永住者、定住者、日本人の配偶者の順に多く、外国人登録者数の６割を
超えている。このうち、永住者については、10 年前と比較すると、約４倍に増え、
外国人登録者数の３割を超えており、外国人の定住化、滞在の長期化が進んでい
ると考えられる。
　次に、2009 年度に栃木県が行った「在県外国人実態調査」（標本数：1,200 人、
回収数：343 通、回収率：32.67％）の結果をみると、滞在期間が 10 年以上と回
答している外国人が５割を超え、今後の予定についても「帰化希望」、「定住希望」
と回答している外国人が７割近くに達している。また、日本語や日本の文化に対
して高い学習意欲を持ち、地域活動に参加して身近な日本人と交流を深めたいと
いう考えをもっている外国人が多く、実際に日本人と交流していると回答した外
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国人は５割程度となっている。行政が提供する情報の中で充実してほしい情報と
しては、「就職・雇用」が最も多く、次いで「病院・医療保健」、「税金の仕組み」
といった回答が多かった。
　こうした中、栃木県では、TIA に外国人のための相談窓口３を設置している。
相談項目としては、ビザ・在留資格など身分に関するものの他、家族、労働、医
療など、生活に密着したものが多く、ポルトガル語、スペイン語による相談が約
７割を占めており、外国人の滞在期間の長期化、定住化が進むにつれ、生活に密
着した相談対応へのニーズが高まっている。

２　地方自治体において多文化共生施策を推進する体制をどう構築していくのか

　この節では、多文化社会の問題が、地方自治体において、政策課題として意識
されにくい状況の中、多文化共生施策を推進する体制をどう構築していくべきか、
自らの実践を例に論じていく。

（１）地域の現状を把握し、顔の見える関係をつくる
　2010 年８月、私は、県内市町における多文化共生の現状・課題、取り組み等
について把握するため、全市町（27 市町）の多文化共生施策を担当している課
を訪問し、聴き取り及び意見交換を行った。
　栃木県内に住む外国人の状況は、市町によって異なり、ブラジル、ペルーなど
南米諸国から来日した日系人の割合が多い市町、中国人の割合が多い市町、ベト
ナム、フィリピンなど東南アジア出身者の割合が多い市町など様々で、各市町が
抱えている課題も様々であった。外国人相談窓口や通訳バンクの設置、多言語に
よる情報提供、日本語教室などの多文化共生事業を実施している市町とそうでな
い市町があり、地域に住む外国人の現状や課題についての情報量も市町によって
かなり異なっていた。担当職員が熱心に取り組み、多文化共生事業を実施してい
る市町においても、財政上の理由などから、事業の継続が困難な状況にあり、多
文化社会の問題が自治体の政策課題として意識されにくいことに加え、行政の縦
割文化４の影響等により、行政内部において円滑な連携が図れず、苦慮している
現状を聴き取り調査を通じて実感した。それとともに、この聴き取り調査を行っ
たことで、市町の担当職員と顔の見える関係ができた。その結果、一部の市町の
担当職員からは、随時、様々な情報や協力を得ることができるようになり、その
後に仕事を進めていくうえで、意義深く大切なものとなった。
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（２）地域の人的資源が出会う場をつくる
　2011 年２月、国際課の主催により、「外国人関係相談機関連絡会議」（以下、
連絡会議）を開催した。この連絡会議は、栃木県内に住む外国人からの相談に対
応する相談員の資質向上を図るとともに、各相談機関の連携及び各相談員等の
ネットワークの構築を図ることを目的として、2005 年度から年に１度、開催さ
れてきた。連絡会議の構成員は、労働基準監督署、公共職業安定所、児童相談所、
健康福祉センター、精神保健福祉センター、警察、被害者支援センター、弁護士
会、行政書士会、司法書士会、県及び市町の多文化共生施策主管課、国際交流協
会など、多岐にわたる。過去の連絡会議では、多文化共生に関する講演と各相談
機関の取り組み等に関する意見交換を行ってきたが、2011 年２月の連絡会議で
は、相談事例の検討を行った。各相談機関から提出された相談事例は、労働、家
族、医療など生活に密着した相談であり、これに在留資格や言葉の問題が重なり、
複雑かつ多岐にわたるものもあり、個人や１つの機関で対応することは困難な事
例が多くなっていると思われた。
　この連絡会議で相談事例の検討を行ったことについて、各相談機関からは、「他
機関の様々な事例や対処方法をきくことができた」、「他機関の業務や役割、それ
ぞれの相談機関で抱えている問題を知ることができ、今後の連携に繋げていくこ
とができる」など、「有意義である」と評価する声がある一方、「ディスカッショ
ンの時間がほしい」、「小グループで意見交換ができたらよい」など、今後の連絡
会議の運営方法についての要望があげられた。
　また、課題として、構成員の間で、多文化社会に関する基礎的な知識や経験に
差があるため、同じ土壌での意見交換が難しく、会議の進め方に工夫を要すると
思った。具体的には、外国人に関わる問題は、在留資格が絡むものが多く、この
在留資格に関する知識がないと、意見交換に参加しにくい状況がある。しかし、
一般的な行政職員の場合、在留資格に関する知識を持っている者は少ない。この
ため、多文化社会の課題に関わる職員を対象に、在留資格など多文化社会に関す
る基礎的知識を学ぶ機会をつくる必要がある。
　さらに、この連絡会議から新しい取り組み（動き）をどう生み出すかという課
題もある。全国的な事例では、実際の相談現場において、児童相談所と行政書士
会が連携して対応している取り組み 5 等があるが、この連絡会議を通じて、各機
関や団体の間に顔の見える関係ができ、互いに連携し合えるような仕組みを生み
出すことができれば、外国人が抱える問題を円滑に解決につなげることができる
のではないだろうか。
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（３）行政職員の意識啓発の場をつくる
　これまで、多文化共生社会を実現するための様々な組織や機関、人の連携・協
働の必要性について述べてきたが、この節では、行政職員に連携・協働の必要性
を理解してもらうために、どのような事業を実施したのか、また、その結果見え
てきた課題について、述べていく。
① NPO 等からの提案協働事業「『やさしい日本語』６ の普及による多文化共生の

推進」
　2011 年８月、県民文化課から、地域の課題解決のために NPO 等と協働して行い
たい事業（「NPO 等からの提案協働事業」）のテーマの募集があった。この事業は、
県が地域の課題解決のために設定したテーマに対して、NPO 等から企画提案を募集
し、NPO 等と県が協働により事業を実施することで、課題の解決を目指す事業であ
る。市町の聴き取り調査や連絡会議での相談事例等の検討を通じて、多文化共生社
会を実現するためには、組織や分野の枠組みを超えた協働と連携が必要であると感
じたことから、国際課として、「多文化共生のための『人とネットワークづくり』」とい
うテーマを応募したところ、採択された。このテーマに対し、５つの団体からの企画
提案がなされた。これら５つの企画提案について、公開プレゼンテーション、協働事
業選定のための委員会による審査がなされ、TIA の提案した「『やさしい日本語』の
普及による多文化共生の推進」が採択された。この企画は、行政、一般県民、企業、
自治会関係者等に「やさしい日本語」の必要性と理解の普及を図り、互いに顔の見え
る関係を構築し、「やさしい日本語」を通して、日本人と外国人のコミュニケーション
能力を高め、緊急時の外国人への情報提供を容易にし、多文化共生を推進すること
を目的としている。具体的には、「やさしい日本語」を普及するための啓発冊子の作成・
配布、行政や地域住民等を対象とした「やさしい日本語」に関するセミナー、セミナー
参加者による意見交換会から構成され、2012 年度に実施することとなった。
　一方で、NPO 等からの提案協働事業を行う際の参考とするため、国際課では、
県の各部署に対し、「在県外国人に対応した経験等に関する調査」（以下、調査）
を実施した。この調査から、県の各部署においても、税務、医療、福祉、環境、
住居、教育、労働など様々な分野で、外国人と接する機会が増えてきており、言
葉や文化等の違いにより、意思の疎通が困難なために、行政サービスを円滑に提
供することが困難なケースがあることがわかった。また、円滑な行政サービス提
供のために必要と考える施策や仕組みとして挙げられたものを整理すると、表１
のようになるが、その中でも特に、コミュニケーションに資する仕組みについて
のニーズが高いことが明らかとなった。
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表１　円滑な行政サービス提供のために必要と考える施策や仕組み

項目 施 策 や 仕 組 み

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に

資
す
る
も
の

・庁舎への通訳の配置（外国人対応事例の多い庁舎、スペイン語とポルトガル語が必
要）

・外国語での対応ができる職員の配置
・必要時に無料で通訳派遣を依頼できる仕組み
  通訳者には、個人情報の守秘義務が守られるような教育が必要
・電話（ＴＶ電話）等で通訳と話せるようなシステム
・ＩＴを使った通訳機の導入、会話を外国人の母国語に翻訳できるような機械の設置
・資料の母国語への翻訳をフレキシブルに依頼できる制度
・医療通訳が可能な人材の育成と人材のネットワーク
・職員に対する外国語教育
・各市町村、行政機関における通訳ボランティアの確保と連携
・通訳ボランティアの対応言語別一覧表（名前、対応可能言語等のリスト）の作成
・在県外国人との定期的なコミュニケーションづくり

生
活
支
援
等
に

資
す
る
も
の

・外国語で対応できる相談窓口の設置
・外国人にわかりやすい相談窓口一覧のパンフレット等の作成及び各行政窓口への配

備
・日本の健康保険制度の内容について一元的に相談を受ける窓口の設置

情
報
提
供
に

資
す
る
も
の

・国や県の行政のシステムやサービスを簡単に説明した外国語パンフレットの作成
・ 多言語による、チラシ、説明書、パンフレット、手帳、ホームページ等による情報

提供
・簡単でわかりやすい日本語や絵、マーク、図による情報提供
・テレビ、ラジオによる通訳その他相談窓口についての周知徹底
・施設の案内や文書等について、外国語を併記する。
・交通機関や公共機関等において日本語と外国語の併記を進める
・使用頻度の高い単語・フレーズのデータベース化

外
国
人
に
対
応
し
や
す
い

組
織
づ
く
り
に
資
す
る
も
の

・外国人への対応事例の共有、対応マニュアルの作成
・職場ごとに来訪が多そうな外国人が使用する言語を整理し、業務内容を説明するう

えで必要なマニュアルを作成し、備えておく
・事務連絡や催告等の簡単な通知では、短い文章を組み合わせることで必要とする

文書が作成できるような各国語対訳の例文集を電子データで作成する
・ 関係機関が集まって、情報交換、事例検討などを行う場が設けられ、必要に応じ

て各機関同士が連携できる体制づくり
・外国人への対応について職場内研修を実施する時に、講師を派遣してもらう体制
・研修視察等では海外に出て研修する機会を設ける

文
化
、
習
慣
等
の
相
互
理
解
に

資
す
る
も
の

・日本でも子どもの頃から異文化を理解する教育をし、外国人にも日本文化を理解し
てもらう場をつくる

・生活指導の研修会（子育て等における考え方や生活習慣等の相互理解を得るため
の研修会）の実施

・異文化理解の手助けをしてくれるアドバイザーのような立場の人が確保され、そのよ
うなアドバイザーに相談できるシステム

・自治体、自治会単位等による、外国人に対する日本語、日本文化に関する教育の
実施

・外国人に対する栃木の文化・風習や言語を学ぶ場所の提供
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　このような中、2012 年度に実施することになった「『やさしい日本語』の普及
による多文化共生の推進」は、外国人との意思の疎通をどのように図っていくか
という課題に対する１つの解決策となり、外国人住民と行政との意思疎通や、行
政からの情報提供において、「やさしい日本語」が橋渡し役となり、また、その
普及をとおして、行政職員への多文化共生施策・事業の必要性を啓発できるなど、
効果が期待できるのではないかと考えた。
　そして、2012 年６月、行政職員を対象に、「やさしい日本語」を普及するため
のセミナーを開催した。セミナーの企画は、多文化共生事業における専門的知識
やノウハウ、人的ネットワーク等をもつ TIA が行い、セミナーの広報は、行政
機関への情報発信力に長けた県（国際課）が行った。セミナーの広報にあたって
は、当初、各市町及び県の各部署へのちらしを送付したが、申込みが芳しくなかっ
た。そこで、外国人登録者数の多い市町及び外国人に接する機会の多い県の各部
署を直接訪問し、セミナーの趣旨を説明し、募集を行った。この結果、最終的に、
税金、医療・保健、年金、子育て、労働、教育、広報、警察などの分野から 37
名の職員が受講した。セミナーでは、「やさしい日本語」の必要性についての講義、

「やさしい日本語」を用いた文書の作り方と外国人に伝わる話し方のワークショッ
プを実施した。参加者のアンケート結果からは、「外国語に翻訳することよりも、

『やさしい日本語』を使う方が多くの外国人に受け入れられやすく、コストも安
くすむことを知った」、「外国人に対する情報提供等に活用したい」、「自分なりに
は分かりやすく説明していたつもりが、単にゆっくり話したりしていることだけ
だったりで、本当の意味でのやさしい説明ではなかったと思う」など、「やさし
い日本語」の必要性や活用などについて、知ってもらうきっかけづくりができた
ように思った。一方で、医療や法律など、翻訳において高度な正確性を要求され
る場面では、「やさしい日本語」での言い換えが難しかったり、正確に言い換え
ることが不可能な場合があり、その活用には限界があるため、「やさしい日本語」
の有効性と限界を周知したうえで、普及していく必要があると思った。
②自治体職員を対象とした意識啓発セミナー（多文化共生ひとづくりセミナー）
　栃木県では、2011 年度から、年に１回、行政職員の多文化共生に関する意識
啓発を目的としたセミナーを開催（国際課主催）している。このセミナーは、３
コマ（１コマ２時間程度）で構成しており、2011 年度のセミナーは、「多文化社
会の現状と課題」、「多文化社会と国際理解」、「多文化社会と協働」という３つの
テーマの下に、講義とワークショップを通じて、多文化共生の必要性、外国人と
向き合う上で配慮しなければならないこと、協働とネットワークの必要性などを
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実感してもらうことをねらいとした。特にワークショップでは、グループでの意
見交換や発表を通じて、多文化共生の基本には人間理解の観点が必要であること、
また様々な課題の解決にあたっては組織・分野の枠組みを超えた連携・協力が必
要であることを感じてもらい、さらに多文化共生社会の実現のために必要な仕組
み等について考えてもらうことをねらいとした。セミナーのワークショップでは、

「レヌカの学び」７と「事例ケーススタディ」を行うことで、異なる組織・分野の
人たちが、１つの課題について、「協働」する場をつくることを試みた。
　ワークショップ「レヌカの学び」では、各グループとも、熱心に、時には苦慮
しながら、意見交換し、判断している様子が見られた。「レヌカの学び」のねら
いの１つとして、「無意識にある固定観念・先入観に気付くこと」があげられるが、
参加者１人１人が少ない判断材料の中で判断することの難しさを感じ、そのこと
を通じて、「国や文化を通して人を見るのではなく、その人の背景をきちんと理
解しようという気持ちがなければ、本当に人を理解することはできない」という
ことを実感してもらうことがある。参加者のアンケートからは、「出身国で判断
するのではなく、その人自身で判断し、コミュニケーションしていくことが重要
だと思った」、「自分の思い込み、先入観に気付くことができて良かった。『国際
理解＝人間理解』が心に残った」などの意見があり、この「レヌカの学び」を通
じて、「多文化共生とは、人間理解であり、相手に対する関心や積極的なコミュ
ニケーションの上に成り立つものではないだろうか」ということを協働作業を通
じて、参加者に感じてもらう機会をつくることができたように思う。また、「他
の行政の方等の話を聞くことができ、同じような課題を抱えていることを知るい
い機会となった」、「参加者名簿の役職を見たとき、どのような関わりがあるのか
疑問に思えたが、ワークショップで理解できた。県主催でないとこの幅広い集め
方は難しいと思うので、大変有意義だと思った」、「今までは他人事であった『多
文化共生』という言葉が本セミナーを通じて国際関係部署以外の部署にとっても
重要なキーワードとなっていることを痛感した」などの意見もあった。
　ワークショップ「事例ケーススタディ」では、平常時と震災時における事例を
題材として、在住外国人を取り巻く現状を知ってもらい、どういった支援や取り
組みが必要かなどについて、考えてもらう機会づくりを試みた。参加者のアンケー
トからは、様々な組織・分野の人と意見交換できたことを評価する声が多く、ケー
ススタディや講義を通じて、「連携の必要性や重要性を実感した」との声が多かっ
た。一方、「意見交換の時間が少なかった」、「全体での討論の時間が欲しかった」
との意見があり、今後の運営方法についての要望があげられた。
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　また、このセミナーを企画した理由は、行政職員に、多文化社会の問題を政策
課題として認識してもらうだけでなく、様々な組織・分野の職員が共に学ぶこと
が継続されれば、行政の縦割文化を崩す突破口となるかもしれないと感じたから
である。　
　セミナーの対象者については、主に市町、県、国の行政職員として募集をした
が、定員 50 名に対し、24 名程度の参加となった。申込み状況から、行政職員の
間に、「多文化社会」という視点が浸透していないことを実感し、今後の課題と
して、より多くの行政職員に参加してもらえるよう、広報の仕方に工夫が必要で
あることがわかった。セミナーに来てもらえなければ、行政職員と多文化社会の
問題をつなぐことはできない。多文化社会の問題に気付いていない行政職員（多
文化社会の視点を持っていない職員）をどう取り込むかということが課題となる。
解決方法として、セミナーの内容を、行政職員が興味を持ちやすいテーマと絡め
て企画する、外国人と接する機会が多い職場を直接訪問し、セミナーの趣旨につ
いて説明し PR する、職員基本研修（全職員の必須研修）の１つとして開催でき
るよう人事部局と調整するなどの方法が考えられる。

（４）地域国際化協会が持つ知識・経験・ノウハウを生かし事業を協働で企画する
　多文化社会の問題を解決していくためには、その知識、経験、ノウハウをもつ
地域国際化協会の存在が欠かせない。栃木県の場合、地域国際化協会たる TIA
に相談窓口を設置しているが、相談内容には、在住外国人のニーズが多く詰まっ
ている。この相談内容を深く読み解き、施策や事業を企画し実施できれば、多文
化社会の問題解決に繋がるのではないだろうか。そうしたことから、私は、TIA
の相談窓口へ寄せられる相談の中で、特に、内容が複雑、多岐にわたり、複数の
専門相談機関による対応が必要と思われる相談事例の洗い出しを依頼した。ここ
で洗い出された相談事例に対し、現状では、TIA に配置されている相談員が情
報提供を行うに留まっており、専門相談機関へのアプローチは相談者本人に委ね
られている。しかし、日本語能力や日本の制度に対する知識が十分でなく、DV
や病気など様々な要因で精神的に大きなダメージを受けている者が、自力で、必
要な支援を受けるために専門相談機関へアプローチすることができるだろうか。
それは、とても困難なことだと思う。こうしたことから、他県の事例も参考とし
ながら、多文化共生ソーシャルワーカー８を養成し、各専門相談機関へ派遣する
ための事業を TIA との協働で企画した。この事業は、①外国人相談機関を対象
とした実態調査、②多文化共生ソーシャルワーカーを養成するための講座、③各
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専門相談機関への多文化共生ソーシャルワーカーの派遣、④多文化共生ソーシャ
ルワークに関わる組織・機関等による連絡会議、 ⑤多文化共生ソーシャルワー
カーの活動を広く県民に知ってもらうためのセミナーの５つの事業から成る。
　財政状況が厳しい中で、自治体の単独予算で、新規事業を企画し実施すること
は困難な状況がある。このため、国の緊急雇用創出事業を活用することを考え、
2013 年３月から 2014 年２月の１年間で事業を実施できるよう準備を始めた。私
は、事業の必要性を認めてもらい、予算を獲得するため、TIA の協力を得ながら、
外国人の定住化の状況、多文化共生ソーシャルワーカーが必要とされる背景、
TIA に寄せられている相談内容、解決すべき課題、解決に必要な仕組み、他県
の先進事例などについて資料をまとめた。現場の状況を明確に裏付ける資料、他
県の先進事例に関する情報、具体的な事業の進め方を示したことで、国際課内で
の理解を得ることができ、財政部局へ予算要求することとなった。しかし、その
後の予算要求段階において、財政部局は５つの事業のうち、多文化共生ソーシャ
ルワーカーの派遣について難色を示した。このため、私は、派遣の必要性につい
て資料を作成し、説明した。しかし、結局、派遣以外の４つの事業については予
算措置がなされたが、派遣については認められなかった。財政部局とのやりとり
を通じて、派遣について予算措置が認められない理由として、継続的に運営経費
がかかるため、国の緊急雇用創出事業終了後は、国等の補助金がない中で、自治
体の単独予算で対応していかなければならなくなることがあるのではないかと考
えられる。
　こうして、人材は養成できることになったが、養成した人材を効果的に活用す
る（仕組みを創る）という点で不十分な状況となり、多文化社会の問題が自治体
内において、十分に理解されておらず、政策課題として捉えられていない現実を
実感した。その一方で、多文化社会に関する知識、経験、ノウハウをもつ地域国
際化協会の力を十分に引き出し、行政と地域国際化協会が協力して事業を企画し
実施できれば、地域ニーズにあった効果的な事業の企画・実施が可能となり、そ
のうえで予算が確保されれば、多文化共生施策を担当する職員（行政職員）の人
事異動があっても、地域国際化協会にその知識、経験、ノウハウが保持されてい
ることによって、事業の継続性を担保することができるだろう。

３　多文化共生政策実施における行政職員の役割
　この節では、これまでの行政職員としての経験から、一般的な行政職員の役割
と多文化共生施策担当職員の役割について比較し、多文化共生施策担当職員がど
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のような役割を担っているのかを論じたいと思う。

（１）一般的な行政職員の役割
　栃木県の場合、行政職員は、保健福祉、環境、産業、労働、農業、県土整備、
防災、教育などのそれぞれの担当分野において、市町や民間の後方支援を行うと
ともに、広域的な課題に対する施策を実施していく役割を担っている。それぞれ
の所属部署で所管している分野において、市町への指導助言や情報提供を行った
り、その分野に関係している民間団体や企業等への支援を行う。その対象は、ほ
とんどの場合、日本人のみを想定しており、担当している分野に関わる組織の枠
の中で、課題を解決したり、事業を実施していることが多いと思う。私自身、こ
れまで、精神保健、教育、土地利用（開発）、防災などを所管する部署で業務を担っ
てきたが、その分野に関わる組織や団体との関わりのみで、ほとんどの事業を実
施してきた。例えば、精神保健を担当していた時には、健康福祉センター（保健
所）や精神保健福祉センターの職員、精神病院関係者、精神障害者関係団体等と
の関わり中で業務を行い、防災を担当していた時には、市町の防災担当職員、消
防、気象台、警察、自衛隊、ライフライン関係機関等との関わりの中で業務を行っ
てきた。分野を超えた連携や協働により事業を実施した経験はなく、その必要性
を肌身で実感する場面もなかった。

（２）多文化共生施策担当職員の役割
　一方、多文化共生施策を担当する職員は、日本人と外国人がともに安心して暮
らすことのできる多文化共生の地域づくりを推進するという観点で業務を担い、
その対象は、日本人と外国人である。外国人の滞在の長期化、定住化が進むにつ
れ、外国人に関わる問題は、多様化、複雑化しており、生活に密着したライフサ
イクル全体（結婚、出産、育児、教育、高齢化、労働・雇用、医療など）で捉え
て考えるべき問題が増えている。このため、言語・文化の面、法律・制度の面で
専門知識を有する人たち（組織・団体等）との連携なくして、施策や事業を実施
することはできない。行政内について言えば、縦割文化を崩して取り組まなけれ
ば、真の多文化共生の地域づくりは実現できない。このことは、先に述べた連絡
会議の事例検討の中で強く感じたことである。
　杉澤［2011:197］は、「今後グローバル化の進展とともに、日本社会の多文化
化が進むことが想定される中、国際交流協会や外国人支援団体のみならず、自治
体や教育委員会、企業においても、多様な専門家、組織・機関との連携・協力を
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推進し、その問題解決にあたれるコーディネーターとしての力量を持った人材が
必要である」と述べている。
　それでは、多文化社会の問題が、自治体内において政策課題として捉えられて
おらず、財政が厳しい中で、多文化共生施策を推進する体制を構築していくため
には、多文化共生施策・事業を担当する職員にどんな力量が必要なのか。私自身
が特に必要であると感じたものは、次の４つである。

・人間関係を構築し、信頼関係を育む力
・地域資源の持つ力や可能性を引き出す力
・現状から問題の本質を読み解き、問題を解決するためのプログラムを地域資

源と協働して創造する力
・多文化社会の問題と問題解決のために必要なプログラムをわかりやすく説明

できる力
　こうした力量は、杉澤［2009:6-30］が、「あらゆる組織において、多様な人々
と対話、共感、実践を引き出すため、「参加」→「協働」→「創造」のプロセス
をデザインしながら、言語・文化の違いを超えてすべての人が共に生きることの
できる社会の実現に向けてプログラムを構築・展開・推進する専門職」と定義し
ている「多文化社会コーディネーター」の役割に見ることができる。自治体にお
いて多文化共生施策を担当する職員は、まさしく「多文化社会コーディネーター」
としての役割を担っていると言えるだろう。

おわりに

　本稿９では、地方自治体において多文化共生施策・事業を担当する職員に、ど
のような役割が求められているのか、果たすべき役割は何かについて、一地方自
治体職員の実践を題材に、考察してきた。
　多文化社会の問題が、自治体内において政策課題として捉えられ、自治体全体
として多文化共生施策・事業を推進できる体制を構築するためには、多文化共生
施策・事業を担当する職員が「多文化社会コーディネーター」としての役割を担
い、様々な組織や機関、人と連携・協働し、施策・事業を展開していくことが求
められていると考えている。
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［注］
 １	総務省が2006年にまとめた「多文化共生の推進に関する研究会報告書」では、「国籍や民族など異

なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員
として共に生きていくこと」と定義している。

 ２	本稿では、国籍に関わらず、言語・文化が異なることにより、問題を抱えやすいため、何らかの配
慮を必要とする人々を「外国人」とする。

 ３	英語・ポルトガル語・スペイン語による相談は、公益財団法人栃木県国際交流協会に対応可能な職
員が配置されている。その他の言語については、事前に要相談。

 ４	本稿では、「それぞれの部署間の横の連携が欠けるため、施策を推進していくための足並みが揃わ
ないこと」と定義する。

 ５	外国語を話すことのできる東京都の行政書士を中心に、行政書士の専門分野である市区町村行政手
続きサポートといった地域に密着した社会貢献をはじめ、入国・在留法令にも明るい通訳人として、
公的機関への協力体制をつくり、社会貢献することを目的として活動している。

 ６	普通の日本語よりも簡単な日本語で、外国人が必要な情報を受け取り、適切な行動をとれるように
考え出されたもので、外国人に限らず、高齢者や子どもにもわかりやすく情報を伝えられる日本語。

 ７	土橋泰子氏が作成した異文化理解のための教材で、日本の教育を学ぶためネパールから来日した女
性（レヌカ）をモデルにして作成されたもの。 

 ８	本稿では、外国人が自国の文化と異なる環境で生活することにより生じる心理的・社会的問題に対
して、ソーシャルワークの専門性を生かし、相談から解決まで継続して支援する人材を「多文化共
生ソーシャルワーカー」とする。

 ９	本稿は、筆者の個人的な考えを表現したものであり、必ずしも現在所属している栃木県（産業労働
観光部国際課）の公的な立場を代弁するものではない。
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